
特別寄稿

交通の安全・環境・利便に焦点をあて、開発・実用化・

普及を世界に先駆けて成功してきた。それらに加え、グ

ローバルな視点で、多様な輸送手段を組み合わせる、い

わゆるマルチモーダル輸送における ITS の役割を見つ

め直すことが必要である。

　東日本大震災を契機に産業のグローバル化の今日的意

味を再認識し、部品調達・生産・流通の総合的なオペレ

ーション管理をダイナミックに行う体制を整えることに

よって、国際競争力と経済環境の急変や自然災害にも事

業の継続性を確保しようとしている。それを支える輸送

という観点で、ITS が企業活動と融合して充分な役割を

果たすことが期待される。

地域に根ざしたシステム
　グローバル化が進展する一方で、地域や個人の視点で

交通課題に取り組むことの重要性が増してきている。日

本の ITS は、交通管制システム、ETC、VICS、など国

主導で開発・実証・実用化を行い、全国展開を進める形

で成功を収めてきた。しかし、財政事情による公共投資

の抑制や多様な地域固有の実情にきめ細かに対応するこ

とが難しいことから、住民一人一人の顔が見える地域主

体で、ICT・ITS 技術を活用した交通体系の構築を行う

ことが重要になってきている。

　交通事故の死者数は減少を続けているが、減少は鈍化

し事故形態の構成が変化してきている。事故死者の約半

数が歩行中・自転車乗車中の高齢者であり、生活道路で

発生した事故の比率が高まっている。従来の幹線道路や

高速道路を中心とした全国一律の対策に加えて、これま

で体系的な取り組みが進んでいなかった地域の生活圏の

実情に即した原因分析と対策を地域主体で体系的に進め

ることが必要になっている。技術面でもこれまで車対車

の事故対策に有効な技術の開発が中心であったが、歩行

者や自転車を対象とした新たな技術の開発が必要である。

　ITS（Intelligent Transport Systems）は、道路交通

の安全性向上、環境保全、モビリティーの向上を目指し

て導入・普及が図られてきた。具体的には、官民の連携

によりETCや VICS、ITS スポットに代表されるシス

テムが世界に先駆けて導入されている。しかし、高齢化

の進展などの社会的環境の変化、経済活動のグローバル

な相互依存、地球温暖化や自然災害による甚大な被害に

直面し、より広い視野で社会システムのあり方を総合的

に捉えた、新たな ITS の取り組みに踏み出すことが求

められている。

産業のグローバル化
　企業活動の「グローバル化」が取り上げられるように

なって久しいが、東日本大震災やタイ洪水被害で、製造

業の活動において想像以上に国際的な相互依存が進展し

ていることが明らかになった。そのように複合的にネッ

トワーク化した生産システムにおいて事業継続性の確保、

いわゆる「レジリエント」な生産体制構築が大きく動き

出した。

　日本の経済成長はもとよりグローバル化によるもので

あったが、その姿は大きな変化を遂げてきた。高度成長

期には、原材料を輸入し工業製品を輸出する加工貿易が

発展を支えてきた。その後、貿易摩擦や為替レート変動

の影響を回避するために現地生産を強化してきた。バブ

ル経済崩壊後は、製品開発や経営も含めた日本企業の現

地化が進められてきた。しかし、「国内」対「海外」と

いう世界観は過去のものとなり、企業の国際協業が進展

して、世界を一つのマーケットと捉えるようになった。

最適部品調達と生産拠点配置のグローバルなネットワー

ク化を行い、地域毎の市場動向や経済環境変化に合わせ

てダイナミックに対応できる体制を構築することが国際

競争に生き残るために必須の条件となってきた。

　これまでの日本の ITS の取り組みは、国内の自動車
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割を充分に果たすためには官民が収集する情報をタイム

リーに入手し、判断し、そして、住民に速やかに伝える

地域の情報センター（図１参照）を構築することが喫緊

の課題である。

　このように、地域の課題は地域が主体となって解決し

てゆくことが重要である。しかし、1,700 以上ある市町

村が各々独自に取り組むのではなく、官民が保有する情

報の相互利用の仕組みをつくり、国が共通基盤となるプ

ラットフォームを情報ネットワーク上に整備して、民間

も情報収集・提供や日常サービスを担うことにより、各

自治体が容易に個々のニーズに応じた施策を推進できる

ようにすることが必要である。

総合的取り組み
　これらに取り組むには、大局的な視点でグランドデザ

インを固めた上で、限られたリソースを最大限に活用し

て速やかに効果を上げることが必要であり、ITS 関係者

も検討段階から積極的に参加することが求められる。現

場に根ざした議論を進め課題解決のための技術に加えて、

従来の枠を超えた連携、公的サービスと民間サービスの

融合など運営を支える仕組みを総合的に提案してゆくこ

とが求められる。

　また、高齢化が進む中で市民の交通手段の確保が大き

な課題になってきている。大都市部を除くと公共交通が

衰退し、最低限の交通手段の確保のため行政サービスの

一環として市町村によるコミュニティーバスの運行が増

加している。地方財政の厳しい制約の中で、ミニバンな

ど小型車両を使用したり、オン・ディマンド運行により

少ない車両で住民のニーズに応えるよう工夫するなど、

様々な努力が続けられている。このように地域交通の仕

組みづくりも、市域の規模、人口構成、中心産業、交通

需要密度など地域独特の多様な要因を総合的に勘案する

必要があり画一的な考え方で扱うことは出来ない。

　災害においても、自助（自ら生延びる）、共助（コミ

ュニティーの助け合い）、公助（行政の救援）の総合対

策が重要であるといわれている。これらを支える手段と

して ITS 技術や個人をつなぐ情報ネットワークが有効

であった。初期の救援・復旧活動において幹線道路中心

の交通情報収集・配信では被災地を充分にカバーするこ

とは困難であり、民間のプローブ情報が役に立つことが

できた。避難生活においても、インターネットを通じた

個人レベルのきめ細やかな支援が大きな役割を果たした。

地域の事情を把握している市町村が災害対策の主体とな

ることが災害対策基本法でも定められているが、その役

図１　情報収集と活用基盤プラットフォーム

民間収集情報 公的収集情報

共有プラットフォーム 情報サービス
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（1） 移動通信ネットワークの潜在力を活かした交通社

会システムの進化

（2） モビリティーの持続的向上と省エネルギーを両立

する交通システムの実現

（3） 経済活動の一層のグローバル化に対応した ITS

分野の国際連携のリード

（4） 多様なライフスタイルで活き活きと暮らす豊かな

社会を支えるモビリティーの実現 

道路新産業開発機構への期待
　国際競争力ある輸送ネットワークの構築、交通安全、

災害対応、地球温暖化対策、エネルギー需給最適化、な

ど我々を取り巻く重要課題の解決において、社会全体で

最大の効果を生むように総合的かつ戦略的な取り組みが

不可欠である。

　道路新産業開発機構は、道路ネットワーク、交通解析、

都市計画、そして ITS 技術に精通した専門家集団であ

る。今まで以上に視野を広げて総合的な視点で課題を見

つめ、多様な関係者と認識を共有してグランドデザイン

を描き、積極的に提案してその実践をリードしてゆくこ

とを期待する。

　協調型安全運転支援システムにおいて、これまでの対

策が一定の成果を上げる一方で、高齢者・歩行者・生活

道路が残された課題の主要部分を占めるようになってき

た。このような状況にあっては、安全について、人、イ

ンフラ、車両、ITS 技術、など全体像を見据え、改めて

課題整理、対策検討、効果予測を行ってグランドデザイ

ンを描き関係者が共有するところからスタートしなけれ

ばならない。その上で、フィールドで検証を行い、結果

のフィードバックを繰り返し、実用化・普及へとつなげ

ることが必要である。

　交通部門の地球温暖化ガスの排出削減、エネルギー供

給問題への対応においても、自動車の電動化やエネルギ

ー源の多様化に伴い、自動車単体燃費の改善や交通流の

円滑化に加えて、自動車を家庭・オフィス・地域のエネルギ

ー需給構造の変化の一端を担う要素として捉えることが

必要になった。その実現には、エネルギー取引を管理する

仕組みやそれを運用する情報ネットワークをエネルギー需

給構造の変革と一体的に構築してゆかなければならない。

　このような総合的な取り組みの鍵を握るのが ITS で

ある。ITS Japan の中期計画（2011-2015）では、社会

システム全体のグランドデザインに位置づけて次の（1）

～（4）を重点的に推進しようとしている（図２参照）。

図2　新たな交通システムのイメージ

誰もが楽しく移動 停っていてもＥＶ活躍

今日のお勧めモビリティは？ 運ぶを進化、速く、クリーンに

7




